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教師の職能発達を支え促す「学校・家庭・地域の連携協力」の
あり方に関する研究







































































した学校と地域が連携・協働する仕組みについては、2013 年 6 月 14 日に閣議決定された
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体制」日本教師教育学会編『講座 教師教育学 第Ⅲ巻 教師として生きる－教師の力量
形成とその支援を考える』学文社、2002年、pp.217-230に詳しい。
37）P. クラントン（入江直子、豊田千代子、三輪建二訳）『おとなの学びを拓く－自己決























































































図 1 － 1 は、レヴィンソンが提案した成人発達段階である 5）。図をみてみると、成人期
に入ってからは、40 ～ 45 歳と、60 ～ 65 歳の 2 つの大きな過渡期があることがわかる。
なかでも、40 ～ 45 歳は「人生半ばの過渡期」として、成人期の重要な転換期に位置づけ
- 28 -
られていることに注目してほしい。
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24）W. ブリッジズ（倉光修、小林哲郎訳）『トランジション』（Transitions : Making Sense of










生涯を通しての人間の生き方・表現である』（Career Dynamics: Matching Individual and







































































さらにシャインは、研究の結果、ほとんどの人が表 2－ 1の 8種類のキャリア・アンカ
ー・カテゴリーのいずれかにあてはまることをつきとめている 8）。
表 2－ 1 キャリア・アンカー・カテゴリー
①専門・職業別能力（technical／ functional competence: TF）
→専門性の追求を目指し、ある特定の業界・職種・分野にこだわる。






































































































































































表 2－ 3 キャリア中年期シート（5年用）
出典：白髭克浩『中年期を迎えた公立高校教員のキャリアデザインに関する研究』岡山大学大学院教育
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学研究科教育組織マネジメント専攻、修士論文 2009 年、p.61 をもとに筆者が修正を加えて作成した。





































































































涯を通しての人間の生き方・表現である』（Career Dynamics: Matching Individual and



























































































































ら教師が獲得する専門的知識を図 3 － 2 のように示している。以下、彼女の考え 14）にし
たがって、そのプロセスをみていこう。













































































図 3－ 3 大人と子どもの歯車モデル ver.2
の歯車モデル」によってみてみると、まず教師同士の「世代性」をもとにした「世代継承」
のサイクルを促し、彼らの「同僚性」を高めていくには、校内の授業研究を中心にした「校



















































ニティ（professional learning communities: PLCs）」という考え方もある。Vescio, V., Ross,
D., & Adam, A., "A Review of Research on the Impact of Professional Learning Communities





















23）E. H. エリクソン（仁科弥生訳）『幼児期と社会 1』（Childhood and Society, New York:










26）J. Z. ジール、G. H. エルダー編（正岡寛司、藤見純子訳）『ライフコース研究の方法
－質的ならびに量的アプローチ』(Methods of Life Course Research : Qualitative and






























































いることにする。その尺度を用いた調査項目（5 件法）は、表 4 － 1 に示したとおりであ
る。ちなみに、実際には、「あなた自身にとって、以下にあげることはどの程度あてはま


















表 4－ 1 アンケートで使用した「世代性」尺度の調査項目
そ あ ど ま そ
う まそ ち あ う
思 りう ら そ 思
わ 思 と う う
な わ も 思




A．他の人の成長を手助けしたい。 １ ２ ３ ４ ５
B．子どもや部下を自分の思い通りに動かしたい。 １ ２ ３ ４ ５
C．今の自分に物足りなさを感じている。 １ ２ ３ ４ ５
D．次の世代のために何ができるか考える。 １ ２ ３ ４ ５
E．見返りがなければ、人のために骨を折りたくはない。 １ ２ ３ ４ ５
F．新しい考えや計画、作品などを生み出そうと努力している。 １ ２ ３ ４ ５
G．子どもは先祖から授かった命を子孫につなげてくれるものだと思う。 １ ２ ３ ４ ５
H．若い頃から成長していない気がする。 １ ２ ３ ４ ５
I．若い人たちがどう生きていこうが、わたしには関係がない。 １ ２ ３ ４ ５
J．子どもは社会からの預かりものであると思う。 １ ２ ３ ４ ５
K．私にしかできないような個性的な仕事や活動をしたい。 １ ２ ３ ４ ５
L．大人としてなすべきことを果たしていないような後ろめたさを感じる。 １ ２ ３ ４ ５
M．自分のやってきたことを引き継いで発展させてくれる人がいたら嬉しい。 １ ２ ３ ４ ５
N．未来の社会や子どもたちのために役立つことをしたい。 １ ２ ３ ４ ５
O．本来の能力を発揮できていない気をする。 １ ２ ３ ４ ５
P．自分のやり方を人に押しつけることがある。 １ ２ ３ ４ ５
Q．世の中のためになるようなことはほとんどしていない。 １ ２ ３ ４ ５
R．若い人に自分の知識や技術・経験などを伝えている。 １ ２ ３ ４ ５
S．引退した後も自分がやってきたことを誰かに引き継いでほしい。 １ ２ ３ ４ ５
T．大人として社会に貢献する責任を感じている。 １ ２ ３ ４ ５
U．誰も私のことを必要としていないように感じる。 １ ２ ３ ４ ５
V．縁の下の力持ちにはなりたくない。 １ ２ ３ ４ ５
W．独創的な仕事や活動がしたい。 １ ２ ３ ４ ５
X．自分より若い人のモデルになるよう心がけている。 １ ２ ３ ４ ５
Y．子どもや部下がいうことをきかないと恩知らずだと感じる。 １ ２ ３ ４ ５









しているため、30 ～ 40 代の受講者に対してアンケート調査票を配布し、その場で回答し
てもらい、回収する方法をとった（分析には IBM SPSS Statistics Version 21を使用した）。
こうして得られた調査対象者は、336 名（男性 138 名、女性 197 名、無回答 1 名）であ
り、年齢については 30代が 179名（41.2%）、40代が 157名（51.8%）であった。
第2節 「世代性」・「同僚性」・「学校・家庭・地域の連携協力」の関連性の分析
（1）「世代性」尺度の因子分析










































の下位尺度得点とした。表 4 － 3 に下位尺度得点の平均値と標準偏差、95%信頼区間の推
定値を示した。表をみると、まず「世代性」下位尺度得点が全体的に高いことに気がつか
される（「停滞感」は逆転項目のため、得点が低い方が肯定的に捉えられる）。この尺度
が 5 件法であったことをふまえると、とくに「次世代への貢献」の平均値は 4.16 と殊の
ほか高く、次世代の子どもの教育を担う教師の「世代性」の特徴といえるだろう。















に行う目的で、それぞれの平均値と標準偏差に基づき、Low 群（平均値よりも 1 標準偏
差以上得点が低い群）、M-1Sd群（平均値以下で、平均値との差が 1標準偏差以内の群）、






散分析を行った。分散分析結果については表 4－ 5及び、図 4－ 1に示す。
- 80 -
表 4－ 5 「同僚性」カテゴリーによる「世代性」の得点比較（一元配置分散分析）
＊添え字は、多重比較の分析結果（Turkey の HSD）を示しており、共通するアルファベットが添えられ
ていない水準間に、5%水準の有意差があることを表している（表 4－ 6も同様）。
図 4－ 1 「同僚性」カテゴリーごとの「世代性」得点
- 81 -
表 4－ 5をみると、「次世代への貢献(F(3,524)=5.09, p<.01)」、「世代継承的感覚(F(3,524)














分析結果については表 4－ 6及び、図 4－ 2に示す。









表 4 － 6 「学校・家庭・地域の連携協力」カテゴリーによる「世代性」の得点比較（一
元配置分散分析）
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12）E. H. エリクソン、J. M. エリクソン（村瀬孝雄、近藤邦夫訳）『ライフサイクル、そ

































































このような仕組みを基本として、文部科学省は、2008 年度予算に 50 億 4,000 万円を計
上し、全国 1,800 ヶ所（市町村数に相当）に地域本部のモデルを設置する地域本部事業を
- 91 -
スタートさせた。その 2008 年度は、全国において 2,176 本部が立ち上がり、小学校 4,527
校、中学校 1,967 校の計 6,494 校で地域本部の活動が展開された（表 5 － 1）。この本部数
表 5－ 1 地域本部設置数の推移











こうした 3つのねらいのもと、表 5－ 1にみられるように、地域本部の設置数は順調に
増加している。ただし、表の実施市町村数に目を向けると、2011 年度には 1,005 から 570
























表 5－ 2 質問項目と回答事項
調査を実施するにあたって問題となったのが、地域本部の設置状況に関する基礎資料が、
当時、2010 年度分だけ公表されていない点であった。そこで本調査では、まず 2009 年度
のデータをもとに、2010 年度も継続、あるいは廃止・新設置となった地域本部について
実態状況を把握したうえで、それらが 2011 年度以降、どのように継続・廃止されるかに





とめたものが図 5－ 2である。廃止となる本部は 279ヶ所で全体の 13.1%であった。未定
の 3 ヶ所を除くと、86.7%に相当する 1,842 ヶ所の本部は何らかの形で継続されることに
なっていた。





















































































































































































































のが、図 5－ 4の「大人と子どもの歯車モデル ver.3」である。
図 5－ 4 大人と子どもの歯車モデル ver.3
- 104 -
連携をすすめるうえでの要と位置づけられた「連携推進母体」は、校区の課題を共有し、






































































Fifth Discipline: The Art and Practice of the Learning Organization, Doubleday, 1990）徳間
書店、1995年、pp.9-10。
16）同上、pp.257-284。
17）P. M. センゲ他（柴田昌治他監訳）『フィールドブック 学習する組織「5つの能力」』





















































































































































ンゲの原図は、Senge, P. M. et al., Schools That Learn: A Fifth Discipline Fieldbook for Educators, Parents, and

















































































図 6－ 2 コミュニティ・スクールのイメージ
出典：文部科学省（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/community/：2014年 4月 26日参照）
スタート時点である 2005年の 17校から、2013年 4月 1日現在で 1,570校（そのうち、幼
稚園 62 園、小学校 1,028 校、中学校 463 校、高等学校 9 校、特別支援学校 8 校）と増加




































スクール）」の実施体制は、図 6 － 3 にみられるように、「学校運営協議会（構成員：
有識者 1・地域代表 6・保護者代表 2・教職員 2の 11名で年 4回）」、「企画推進委
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いては学校改善にもつながっていくと考えられる。実際、図 6 － 4 にみられるよう
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ームワークとは何か』徳間書店、1995年、pp.9-10。
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Organizations, Doubleday, 1999，p.560．＝ P. M. センゲ他（柴田昌治他監訳）『フィール
ドブック 学習する組織「10の変革課題」』日本経済新聞社、2004年、p.407。
3）Senge, P. M. et al., Schools That Learn: A Fifth Discipline Fieldbook for Educators, Parents,
and Everyone Who Cares About Education, Doubleday, 2000.
4）前掲（2）、P. M. センゲ他、2004年、p.407。
5）Fenwick, T., Parsons, J., Transformational Action as the Goal of Teaching Public Issues:
Creating a Classroom Environment Where Social Action Can Flourish , Conference on
Citizenship Education: Canadian and International Dimensions Fredericton, 1995, pp.5-7.
6）Senge, P.M., op.cit., 2000, pp.5-6.
7）主要な研究としては、Hord, S., Professional Learning Communities: Communities of






としての学校に関する一考察－ Shirley M. Hordの「専門職の学習共同体」論に注目し
て」『三重大学教育学部研究紀要』（62）、2011年、pp.211-228、中村香「学校教育における











13）P. M. センゲ他（柴田昌治他監訳）『フィールドブック 学習する組織「5つの能力」』


























（学校運営の改善の在り方等に関する調査研究協力者会議 2011年 7月 5日）を参照の
こと。
24）文部科学省の HP による「コミュニティ・スクール（学校運営協議会）」についての







































































































































































































































































































































































































































































が確認された全国 464校（地域本部の数で算出した場合）に対し、2013年 8月～ 2013年 9
月にかけ、質問紙を配布し、調査を実施した。アンケート協力校数は 242 校（52.1%)、そ
のうちの有効回答数は 215（46.3%)である。学校種としては、小学校 139 校（64.7%）、中
学校 75 校（34.9%）、小中学校 1 校(0.5%)であった。アンケート調査の項目については、
表 8－ 1のとおりである。
表8－1 アンケート調査の項目
1 学校種 11 教員と地域住民との協働による学校支援
活動の有無
2 学校運営協議会・地域教育協議会の設置年度 12 地域教育協議会の有無
3 学校運営協議会制度導入の経緯 13 地域教育協議会のメンバー構成と運営
4 学校運営協議会の構成人数 14 地域本部の企画・運営の方針
5 年間の学校運営協議会の開催数 15 学校運営協議会制度と地域本部事業を
6 学校運営協議会の構成員 同時に実施することのメリット
7 学校運営協議会での地域本部事業の取り上げ方 16 学校運営協議会制度と地域本部事業を
8 地域コーディネーターの人数 同時に実施することのデメリット














図 8－ 1 学校運営協議会内での地域本部事業の取り上げられ方
②「地域コーディネーターが、学校運営協議会の委員に入っているか」




















図 8－ 4 地域教育協議会の委員構成
⑤学校運営協議会と地域教育協議会の関係













図 8－ 6 地域本部事業の企画内容に関する審議の過程
⑦地域住民と教師が協働して企画・運営している活動の有無
今度は、地域住民と教師が協働して企画・運営している活動の有無を尋ねてみると、図 8












させることで組織面での効果があがっていることがうかがえる（図 8 － 8）。また、「地域
の学校や子どもに関心をもつ地域住民が増える」といった学校外への好影響も、回答を寄
せた学校の半数以上がメリットとしてあげている。
図 8－ 8 運営体制によるメリット（複数回答）
一方、デメリットに関しては、メリットに比べ、そもそもデメリットと感じている割合


















そこで、この 3つのねらいに基づいて成果を尋ねた結果が、図 8－ 10、8－ 11、8－ 12
である。まず全体的にみると、どの図においても、「そう思う」と「どちらかといえばそ













図 8－ 11 学校支援活動が、地域住民の成果を生かす機会となっている









































































































































































図 8－ 13 フールコのサービス・ラーニング概念
出典：Furco, A., "Service Learning: A Balanced Approach to Experiential Education", Expanding Boundaries:





































Community Service Act of 1990）によるサービス・ラーニングの定義が、今日の「サービ
ス・ラーニング研究・実践の出発点」になっていると指摘している 8）。

















































の学習段階」の一部を紹介したのが、表 8－ 3と 8－ 4である。
表をみると、どちらも教科とつながり、子どもたちが段階をたどって課題を解決してい





表 8－ 3 サービス・ラーニングの学習段階（小学校 5年）
出典：小石川健（新卒学生）「『守ろう、京橋のまちなみ！』の学習段階」（2010年）
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表 8－ 4 サービス・ラーニングの学習段階（中学校 2年）
出典：小林義忠（現職教員学生）「『コミュニティーバスの運行計画の提案』の学習段階」（2010年）
- 168 -





















































































3）Jacoby, B., "Service-Learaning in Today's Higher Education", Jacoby,B.(ed),
Service-Learning in Higher Education: Concepts and Practices, Jossey-Bass, 1996 , p.5.
4）Ibid., p.5.
5）Ibid., pp.5-6.
6）Furco, A., "Service Learning: A Balanced Approach to Experiential Education", Expanding

















































































































































































































































































































































































10）島根県立隠岐高等学校 HP（http://www.oki-hs.ed.jp/news/index_2.html：2014年 5月 9日
参照）
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